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奨学のための給付金（高校生等奨学給付金）制度  

　私立高等学校等及び高等学校等専攻科に通う高校生等が安心して教育を受けられ

るよう、授業料以外の教育費負担を軽減するため、高校生等がいる道府県民税所得

割額と市町村民税所得割額の合算額が182,500円未満相当等である世帯に対し、奨

学のための給付金を支給します。なお、本制度は給付型奨学金制度のため、返還の

必要はありません。

 １ 対象となる世帯 

  　基準日の７月１日現在で、次の（１）～（３）全ての項目に該当する世帯 

（１）生徒が私立の高等学校等及び高等学校等専攻科に在学していること。 

（２）保護者（親権者）等が北海道内に住所を有していること。 

（３）生活保護（生業扶助）受給世帯又は保護者等全員の道府県民税所得割額及び市町

　　　村民税所得割額の合算額が182,500円未満相当等であること（家計急変世帯を含

　　　む）。 

 　※平成26年４月１日以降、高等学校等及び高等学校等専攻科に入学した生徒が対象。

  ※７月２日以降に家計急変した世帯は申請のあった月の翌月（申請のあった月が月の

　　初日である場合は申請のあった月）の１日が基準日。 

 

２ 生徒１人当たりの支給額（日本国籍等の生徒の場合） 

 支給額（年額）
支給区分 全日制等 通信制 専攻科

１　生活保護（生業扶助）受給世帯の高校生等  52,600円  52,600円     －     

２　保護者等全員の道府県民税所得割額及び市町村民税所得割                   
    額が非課税の世帯（上記１に該当する場合を除く）  

152,000  52,100円  52,100円
 

３　所得割合算額が105,500円未満の世帯（上記２に該当す      
 

     
 

     
 

　　る場合を除く）
 50,670円  17,370円  7,370円

４　所得割合算額が182,500円未満の世帯（上記２、３に該                   
　　当する場合を除く）  

38,000円  13,030円     －

５　高等学校等専攻科に通う生徒で、所得割合算額が264,50                   
　　0円未満の多子世帯（上記２、３、４に該当する場合を除     －     －  13,030円 
　　く）

６　保護者等の失職等の家計急変により収入が激減した世帯　 家計急変の発生・申請の時期に応じた２～５の支

　　（家計急変世帯） 給額     

   ※所得割合算額：保護者等全員の道府県民税所得割及び市町村民税所得割の合算額 


